峰崎直樹副大臣日誌第４６号　

２０１０年８月１７日

■時間が惜しい、日本の抱える課題の解決にむけて

　8月のお盆休みもつかの間、永田町や霞ヶ関は暑い秋の陣を迎えようとしている。民主党の代表選挙の行方が決まらないかぎり、与党の側は動きが前に進まなくなっている。

　日本国政府の抱える課題はまことに深刻で、かつ根深いものがある。一刻も早く解決に向けて努力を開始しなければならないのだが、参議院選挙の敗北から立ち直るまでには、しばしの時間が必要なようだ。

　急いては事を仕損じる、ということなのかもしれないが、あまりにも時間が残されていないのも事実なのだ。

■アメリカも近隣窮乏化政策に乗り出したのか

　そうした中、経済の動きが気になり始めている。

　お盆休みに入り始めたころ、アメリカのFRBが手持ちの債権を償還した財源で引き続き国債を買い入れ、市場に潤沢な資金の供給を実施することを決定したことを受け、円が1ドル=84円台に突入したのだ。

　確かにアメリカの経済は失業者の増大や内需の落ち込みによって再び低下をするのではないか、と予測され始めているし、中国政府も行き過ぎたバブルを退治すべく引き締めに向かう動きを示し始めた。

　アメリカと中国という両巨大市場が減速し始めるとき、世界経済に与える影響はまことに大きい。

　日本経済も、輸出に頼る以外に当面の景気を牽引する力に乏しいだけに、今後の展開は予断を許さない。

　円高というよりもドル安の進展は、アメリカといえども内需の拡大が望めない以上、輸出に頼るほかないわけで、ドル安政策への転換が進められつつあるのかもしれない。

　国際社会は、今一度第二次世界大戦をもたらしたときの為替の切り下げ競争に思いをいたし、近隣窮乏化政策をやめるようG7やG20の枠組みでの協調を図る必要がある。

　日本政府としても、しっかりと主張すべきは主張していく必要がある。
■クルーグマン教授のニューヨークタイムス紙への寄稿に注目

　さて、アメリカのノーベル経済学賞を受賞したポール・クルーグマン教授が、8月9日付けのニューヨークタイムスに載せたコラムが、8月12日付けの朝日新聞紙上に掲載されていた。

　まことに重要な指摘であり、是非ともその内容を紹介したい。

　それは、アメリカで起こっていることに対して警鐘を鳴らしているのだが、同時に日本についても同じことが指摘できると思う。

　それは、財政難を理由として各州・地方政府は道路を未舗装の状態にしたり、街路灯を3分の1消したり、教育費を削減したため教師の一時解雇や数々のプログラムが撤退されていると言う。

　各州・地方政府の政治家たちは増税をいとわなければ防げたのだし、連邦政府は、利率が1．04%という金利でインフレ連動型の長期国債を発行して、子どもたちの未来を守るために地方政府を支援することができるのに、していないと厳しく批判している。

　連邦議会議員である共和党議員や民主党「中道派」議員は、「われわれは財政赤字の削減を優先しなければならない」と主張しているという。

　確かにオバマ政権は景気対策に財政を投入したものの、各州・地方政府レベルでは支出を削減しているため景気が失速しているのだ。

　「何故こんな状態になっているのか」、とクルーグマン氏は問う。

　「それはこの30年間に及ぶ反政府のレトリックの論理的帰結なのだ」

　「反政府のキャンペーンは常に、無駄と不正に反対するという観点から表現されてきた」

　「今やそのキャンペーンが実を結び、何が実際に非難の対象になっていたのかを私たちは目にしている。それはつまり、非常に裕福な人々を除くすべての国民が必要とするサービスであり、政府が提供しなければならず、政府以外には誰も提供しないサービスなのだ」

■政府不信キャンペーンの意味するもの

　まさに日本の小泉改革の時代における、政府部門に対する不信を高め、「官から民へ」という政府部門に対する不信を植え付け、国民にとって必要なサービスを切り捨ててきたことと同じことがアメリカで起きているのだ。

　いや、小泉改革はアメリカの受け売りの政策を実施したに過ぎなかったのだ。

　クルーグマン教授は結論的に「この長年にわたる反政府キャンペーンの結果、私たちは破滅的なほど間違った方向へとハンドルを切ってしまった。

　今、米国はあかりのない、未舗装の砂利道の上で、どこにも通じていない道の上で立ち往生しているのである」と結論付けている。

　まさに、日本の今日と同じ状況にあると言えよう。

■社会保障改革を含む税制改革の必要性

　問題は、参議院選挙を終えた今、ようやく国民から消費税を含む税の負担(分担)を求めなければ、という真っ当な意見が、「増税の前にやることがある」という俗論によって先送りがされようとしていることだ。

　もちろん、ムダは削減されるべきだし、不要不急の仕事の改革も必要ではある。

　ただ、世界で一番高齢化の進展した日本、世界で一番財政赤字を累積している日本が、アメリカと並んで先進国で一番国民負担率が低い日本にとって、待ったなしの税制改革(社会保障改革)が必要になっていることを見失ってはならないのではなかろうか。

　民主党内で代表選挙を前にして、「衆議院選挙のマニフェストの原点に返るべきだ」と主張される方たちに対して、本当にマニフェストの中身を実現しようとすれば、埋蔵金や国有財産の売却などではなく、恒久財源が必要なのであり、その金額は無駄を省く程度では決して生まれてこないことを、この1年間の与党としての経験からわかったということを良く知ってもらいたいと思う。

　菅総理には、党内の力学だけに眼をやることなく、日本の将来のために責任ある政治を貫けるよう、全力を挙げてもらいたいと思う。

